農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する基本方針
平成２７年４月７日　広島県
第１　農業の有する多面的機能の発揮の促進の目標
１　本県の現況及び目標
(1) 現況
本県は，中国地方の東西を連なる中国山地の南側に位置し，北部は標高800メートルの山間地域から，500～200メートルの台地が広がる中央部を経て瀬戸内海に臨み，138もの島々を擁するなど，地勢的に変化に富んでいる。

本県の農業は，このような多様な自然条件のもとで，多種多様で特色のある農産物を生産し，地域の基幹産業の一つとして重要な位置を占めている。

農地面積に対する担い手による集積割合は19％と低く，経営体当たりの規模も小さいことから，農地を担い手に集積し，経営力の高い担い手の育成が必要となっている。
また，人口減少や高齢化の進行等により，集落機能が低下し，農村コミュニティが失われつつある。
特に過疎化の著しい中山間地域等では，地域資源の保全管理上の問題が深刻化しており，農業用水利施設等の老朽化が進んでいるため，適時適切な補修や維持管理による機能保全が必要となっている。
さらに，消費者が安心して購入できる農産物の生産及び農業の持つ自然環境の維持増進を目的として，生産性・収益性の確保を基本としながら，「土づくり」及び「化学肥料・化学合成農薬の低減」により環境負荷の低減に配慮した環境に優しい農業を推進している。
(2) 目標
(1)を踏まえ，集落単位での共同の農村生産活動を支援し，農地の効率的な利用と保全を図り，集落機能の低下を防ぐため，法第３条第３項第１号に掲げる事業を推進することにより，農地・農業用水利施設等の地域資源の維持及び多面的機能の発揮の促進を図る。

また，中山間地域等の条件不利地においては，持続的な農業生産活動に向け，法第３条第３項第２号に掲げる事業を推進することで，多面的機能の発揮の促進を図る。
更に，エコファーマー認定や「安心！広島ブランド」特別栽培農産物認証などの推進により，地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い営農活動の普及推進を図るため，法第３条第３項第３号に掲げる事業を推進することにより，多面的機能の維持・発揮を図る。
第２　多面的機能発揮促進事業の実施を推進すべき区域の基準
１　多面的機能発揮促進事業は，農業の有する多面的機能の発揮を促進するため，農業者団体等が実施し，いわゆる日本型直接支払の対象となる事業である。
２　国の基本指針においては，この多面的機能発揮促進事業の実施を推進すべき区域の設定に当たっては，各地域の自然的条件やそこで行われている営農の特徴に鑑み，農業者団体等による各種の取組を促進すべき区域を的確に設定することとし，その際には，各市町の実情に応じて，その取組を実施している区域及び今後その実施を推進すべき区域を適切に含めるものとすることとしている。
３　本県においては，以上を踏まえ，いわゆる日本型直接支払の取組をはじめとして，農業者団体等による取組を実施している区域及び今後その実施を推進すべき区域が適切に包含され，その取組が効果的に実施されることとなるよう，市町の促進計画において，区域を設定するものとする。
４　法第６条第２項第４号に規定する特に重点的に多面的機能発揮促進事業の実施を推進する区域（以下「重点区域」という。）は，事業の安定的な実施を確保するために農業振興地域の整備に関する法律の特例措置が必要と認められる区域に限って指定を行うこととし，かつ，できるだけ早い段階から市町内の利害関係者や県との協議・調整を進めることとする。
第３　促進計画の作成に関する事項
１　促進計画の区域について
促進計画の区域は，適当な縮尺の地図又は地番によりその範囲が特定できるように設定することとする。

２　促進計画の目標について
事業計画の期間を踏まえ，少なくとも，今後５年程度を見通した目標として設定することとする。
３　促進計画の区域内でその実施を推進する多面的機能発揮促進事業に関する事項について
　法第３条第３項各号の事業のうち，当該市町において実施を促進する事業を記載することとする。
４　重点区域の区域
　重点区域を定める場合には，適当な縮尺の地図又は地番によりその区域が明確となるように設定することとする。
５　促進計画の実施に関し当該市町村が必要と認める事項
　市町の判断により必要と認められる事項を記載する。
第４　その他農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する事項
１　第三者委員会による施策の点検及び効果の評価

　本法に基づく施策が計画的かつ効果的に実施されるよう，その点検及び効果の評価等を広島県農業関係施策審査検討委員会にて行う。

２　本県における推進体制の整備

法第３条第３号各号に係る事項の取組については，県，関係市町，関係農業団体等の緊密な連携のもと，推進を図ることとする。

なお，各事業の推進や事務支援等の支援のため，広島県農地・水・農村環境保全協議会（以下「協議会」という。）を活用することができる。

３　関係者間における連携の確保

　農業の有する多面的機能の発揮の促進は，公的機関や農業関係者だけでなく，地域住民や地域団体等の多くの関係者との連携の下に行われるものであることから，県は，関係者間での情報共有等が行われるよう，その連携に努めることとする。
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